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論 文 内 容 の 要 旨
本論文 は、多数国間条約に対 して国家が参加する際に付 される留保及び解釈宣言 と呼ばれ る二
つの種類 の表明 に関す る法的諸問題 にっ いて、国際社会における数多 くの国家実行や国際判例、
条約規定及びその起草過程等を含む多角的な視座か ら実証的な検討 を加えた研究である。
国際社会における法の存在形態 として、成文法でありかつ当事国関係が明確である条約 が最 も
望 ま しい ものであることは言 うまで もない。 しか し、国際法の法的拘束力の基礎が国家間の合意
に求め られ る以上、国家問の条約関係 において は 「合意な くして拘束な し」 という原則が厳格 に
妥 当す る。その結果 として、多数国間条約 が国際社会においてその適用 の一般性 を確保するため
には、可能 な限 り条約への参加国を増や して当該条約の普遍性を高める必要がある。そのための
方策 と して、条約 に参加す る国家が当該条約 中の特定の規定にっいてその拘束 を免 れることを認
める 「留保」 とい う制度が従来利用 されて きた。他方で、留保をあまりに広 く許容する ことは、
多数国間条約 の適用の一体性を損な う危険性があるため、留保 は一定 の条件及 び手続の下でのみ
認 め られるものと解 されてきた。 このような留保 の条件及 び手続か ら逃れるため、ある多数国 間
条約 に参加す ることを希望 しなが ら当該条約中の特定の条項又 は義務 に従 うことを回避 したい国
家が、当該条項 の 「解釈」を示す 「解釈宣言」という名称 の下で、実質的 には 「留保」 に相 当す
る宣言を行 うという事例が、現実 の国際社会において しば しば発生 してきた。その結果、条約 に
対 する 「留保」 と 「解釈宣言」の区別 という問題が、国際社会 の実行上非常 に重要 な実質 的意義
一60一
を有す る問題 として認識 されるようになった。同時に、 この問題は、条約 の法的拘束力の淵源、
条約の当事国 による 「解釈」が許容 される範囲 といった国際法の根本的な理論的諸問題 にも関係
し、極めて困難な国際法理論上の問題 を提起す るもので もある。本論文 は、 このように国 際法理
論 の上で も、 また国際社会 における実行上 も、極めて重要な意義を もちかっ難解な問題であ る多
数国間条約 に対す る 「留保」と 「解釈宣言」の区別及びそのための基準 と方法 に関 して、正面 か
ら探究 を試みた意欲的な研究である。
本論文の構成 は、次 の通 りであ る。まず第一章では、国際社会 における多数国間の条約 関係の
中で諸国 によって実際に条約 に対 して付 される諸宣言を、 その内容 に照 らして整理 し、 これ ら国
家実行上の表明の法的性質を、特に解釈宣言及び留保 に該当す るか否か という観点か ら綿密 に検
討 している。第二章では、今 日国際法上 の条約に対す る留保の問題 を考察す る上でその出発 点 と
され るべ き条約法 に関するウィー ン条約第二条一項(d)に 規定 された 「留保」 の実定法上 の定義
に関 して、その定義の内容 を詳細に分析 している。その際 には、一九六九年の条約法条約 の採択
に至 るまでの国連国際法委員会(ILC)に おける同条約 の起草過程 における議論 が、ILCの 一次
資料等 に基づ き入念 に分析 されている。次に、第三章では、本論文の直接的な考察対象で ある多
数国間条約 に対す る留保 と解釈宣言 の区別の基準 に関する学説 を、解釈宣言 と留保の関係につ い
ての理解の相違 に基づいて三っの見解 に分類 し、その各見解を前提 とした場合 のこの二っの概念
の相互関係にっき考察を加えている。その上で、一九六九年 の条約法条約において最終的に採 ら
れたこの二っの概念 の区別 に関す る理解 を検討 し、その結論が後 に積み残 した問題 にっき指摘 し
ている。第四章で は、留保 と解釈宣言の区別及びそのための方法 に関す る筆者 自身の考察が展開
されている。そこで は、解釈宣言 を 「単な る解釈宣言」 と 「条件付 きの解釈宣言」 に二分す る と
いう従来有力であった見解や、当該宣言 に付 された 「名称」を両者 の区別 のたあの一応の手 がか
りとす るという 「名称主義」の考え方などが検討 され、それぞれの長所 と問題点 とが指摘 される。
その上 で、著者 は、 この二っの概念を区別するための具体的方法と して、四つの段階 に分 けた段
階的方式 による検討 という方法を提示 し、 これを留保にあたるか解釈宣言にあたるかが実際に争
われて きたこれまでの具体的事例 にあて はめて検討を行 っている。最後 の第五章では、一九六九
年 の条約法条約採択時 に未解決のまま残 された留保 と解釈宣言 に関す る諸問題 にっ き、一九九二
年以降新 たに立法化作業を開始 したILCに おける現在 の段階での議論 を紹介 し、 この新 たな立
法化作業が留保 と解釈宣言の問題 に関す る国際社会 における有益 な指針を提示 しうるための一定
の方向性 につ き示唆を与 えている。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、多数国間条約に対す る留保 と解釈宣言 の区別の必要性 とその可能性、区別のため の
具体的基準 と方法論 といった、かねてか ら国際社会においてその検討の必要性が強 く認識 され な
が ら、とりわけ我が国においては必ず しも十分 に実証的な研究が行われてこなか った法的諸問題
につ いて、初あて正面 か ら取 り組んだ本格的な研究であると評価す ることがで きる。
本論文 において検討の対象 として取 り上 げられている国際社会における数多 くの事例 は、一九
七七年 の英仏大陸棚境界画定事件判決のよ うにこれまでに我が国において も紹介 と検討がなされ
て きた ごく一部の著名 な事例 を除けば、いずれ も本論文 において著者が初めて取 り上 げた我が国
ではこれまで未開拓であった検討素材である。 これ らの膨大な国家実行、とりわ けこれまで我 が
国において十分な紹介 と検討がなされて こなかった諸外国に関す る数多 くの事例 につ き、その そ
れぞれの内容 を綿密 に検討 して法的な分析 を行 った本論文 の研究は、従来の我が国の学界にお け
る留保 と解釈宣言 に関す る研究 に対 して新 たな学 問的進展 をもたらしたものであると評価するこ
とがで きよう。
また、ILCや 条約法条約採択外交会議等 における各委員や各国代表の主張等 を一次資料 に基づ
いて丹念 に検証 し、条約法条約 における留保 の定義の内容をその起草過程 における議論 まで含 め
て深 く掘 り下 げて分析 ・検討すると同時 に、最終的には結局設 けられなかった解釈宣言 に関す る
規定 をめ ぐる議論 にっいて も同様に詳細 に分析す るな ど、本論文 における研究の方法 は極 めて堅
実かっ緻密である。また、学説 の分析 とその評価 について も、従来の通説的見解か ら最新 の学説
に至 るまでを幅広 く渉猟 して整理 し、それを踏まえた上で 自らの見解 を明確に提示す るな ど、 そ
の学問的方法論 と問題解決 のための実践的な認識 も明確である。
このように、本論文 は少な くとも従来 の我が国 の学界におけるこの問題 に関する研究の水準 を
全体 と してはるかに凌駕するものであり、学界に対す る新たな問題提起 と問題解決の方向性を提
示 した学問的貢献は極 めて大であ ると評価す ることができる。ただ、本論文 にも、その論証 の過
程や表現方法等 にさらに整理 と工夫 を行 う余地が皆無ではないものと思われる。 しか し、これ ら
は本論文の内容 自体が有する極 めて高い学問的水準 を全体 として損 なうものではな く、我 が国 に
おける留保 と解釈宣言に関す る従来 の研究を現代の国際的な水準 にまで高あた本論文 の学術的価
値 は高 く評価されるべ きものである。
以上 によ り、本論文 は、博士(法 学)の 学位 を授与 されるに値するもの と認 あ られる。
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